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■ サービス利用者 ☞資料１（ｐ.６） 
３月１８日現在で９８７団体。３月２２日現在で３４のガス事業者から新たに申込みを受けており、
年度末には１,０００団体を突破する。 

■ 情報発信者 ☞資料２（ｐ.８） 
和歌山県と埼玉県が運用を開始し、運用中の都道府県数は３５となった。（＝避難情報を発信す
る市町村の合計数は１,３４５） 

平成２８年度に入ってから、富山県、長野県、山形県、岩手県、佐賀県の５県で順次運用が開始
され、４０都道府県となる予定。 

■ 情報伝達者  ☞資料１ （ｐ.６） 
一般情報伝達者含め５４６から５９０団体に増加した。システム連携で情報伝達を行っているのは
８６から９６団体に増加した。 

情報発信者となる自治体が１０から１３に増加した。 

サービス利用者の加入状況 
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■ 一般情報伝達者への対応 
NTTレゾナント社（goo防災アプリにおける避難情報の発信） １/２７ 
インフカム社（登山者への火山情報等の発信） １/２７、３/３ 

■ シンポジウムの開催 ☞資料３ （ｐ.１８） 
輿水総務大臣政務官のご挨拶、増田元総務大臣、兄部前作業部会長の基調講演、辻村作業部会長
のコーディネータにより、２月１日に大宮ソニックシティホールで開催。Ustreamを使用してネット中継も
実施。 

■ 説明会・連絡会等への出席 ☞資料４ （ｐ.２０） 
福島県Ｌアラート利活用連絡会 １/１５ 
日本ガス協会説明会 ２/３、２/８、２/１０、２/１６、２/１７、３/７、３/８、３/１１ 
鹿児島県メディア説明会 ２/ ９ 
九州災害情報共有システム利活用連絡会 ２/１０ 
山口県市町村・メディア説明会 ３/１５ 
長野県メディア説明会 ３/１６ 
東海３県Ｌアラート意見交換会 ３/１７ 
静岡県連絡会 ３/１７ 

■ 実証実験への対応 ☞資料５ （ｐ.２２） 
総務省による「G空間情報を活用したＬアラート高度化事業（平成26年度補正予算）実証実験」に関わ
る１０プロジェクトに対応し、完了した。 
一方、大分県によるHEMSの実証実験が開始されている。 

ＦＭＭＣの活動状況 
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■ 契約の更新等 ☞資料６ （ｐ.２４） 
サービス利用規約に規定されている有期加入者に対する資格更新および２月１日に改定された
サービス利用規約に基づく、特定協力事業者との「協力事業者の連携システムとの接続に関する
契約」の締結作業を実施中 

■ 都道府県Ｌアラート新任担当者研修 
４月２２日（於：関東総合通信局）開催予定。ＦＭＭＣからの説明に加えて、情報発信者、情報伝達
者にも講師を依頼する予定。 

■ Ｌアラート総合訓練 ☞資料７ （ｐ.２６） 
地方自治体による災害等公共情報の入力と伝達の習熟およびＬアラートを利用した情報伝達の
更なるレベルアップを目指し、５月１７、１８日に実施予定 

■ 噴火速報リリース ☞資料８ （ｐ.２８） 
平成２７年８月４日から気象庁が提供を行っている噴火速報について、５月中に情報提供開始予
定 

■ Ｌアラート システム機能の主な強化について ☞資料９ （ｐ.２９） 
コモンズノードシステム、マスタ管理システム、コモンズビューワのバージョンアップおよびコモン
ズエディタ２のリリースを２８年４月末頃に予定 

今後の予定 
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加入状況 (利用申込ベース) 

※ 加入団体リストは、http://www.fmmc.or.jp/commons/service/よりダウンロード可能 

利用者区分 主たる業務の分類 加入数 備考 

情報発信者 
 
(括弧内は避難情報発信者数) 

都道府県 47 

交通・ライフライン事業者 １7 

その他 （市町村など） 301 

情報発信者合計 365 

情報伝達者 

特定 
 

放
送
事
業
者 

地上波テレビ 109→117 

計 
519 計 

555 

CATV 201→217 

AMラジオ 12 

FMラジオ 41 

短波ラジオ 1 

コミュニティFM 117→131 

新聞社 33→34 計 
36 通信社 2 

一般 

 
 

ポータル事業者 4 
計 
35 

都道府県・市町村 10→13 

その他 16→18 

情報伝達者合計 546→590 

特別利用者 4 

協力事業者 特定 7→8 

一般 37 

協力事業者合計 44→45 

加入団体数合計 945→987 重複登録除く 

28年3月18日現在 
（平成27年11月末との比較） 資料１ 
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ガス事業者申込み状況 28年3月22日現在 

申込処理中に付き、Ｌアラート運営諮問委員会委員限り 
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（平成27年３月１8日現在） 

運用中・・・・・・・・・・・ 35 
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東京 福岡 
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埼玉 
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都道府県別の避難情報の発信状況 

※ 石川県は全市町村、長野県は一部の市町村が市町
村独自の取組として避難情報を発信しているが、
ここでは運用中に含めていない。 

Ｈ２８年度当初運用開始見込・・5 

準備中（検討中を含む）・・・・7 

資料２ 
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ü サービス利用者のうち、情報発信者（自治体）の運用状況の推移を示す。 

ü 本番運用を行っているのは35都道府県で、当該都道府県内の市町村の合計数は1,345 

35 

1344 



流通している主な本番情報 

（注１） イベント情報/お知らせ欄に“○”が記載されているものは、府県のシステムで入力機能が用意され
ていることを表しており、全ての市町村が情報発信しているわけではありません。また、情報種別「イ
ベント情報」のジャンル“お知らせ”で防災関連の「お知らせ」を発信されている場合が多数あります。 

平成28年3月1日現在 
（赤字： 26年度以降に運用開始） 

（注２） 緊急速報メールの欄に“○”が記載されているものは、府県または市のシステムにコモン
ズ経由の緊急速報メール一括配信機能が組み込まれていることを表しており、全ての
市町村が当該の機能を利用しているとは限りません。 
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北海道/全市町村 ○
 
○ ○ ○ 

青森県/全市町村 ※
 
※ ※コモンズエディタで発信。 

宮城県/全市町村 ○
 
○ ○ ○ ○ ○

 
○ イベント情報及びお知らせで防災関連の情報を発信する市町村がある。 

秋田県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

福島県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ※ 災害対策本部は、県が設置した場合のみ配信。※楢葉町、大熊町が独自に生活情報を発信。 

茨城県/全市町村 ※ ※ ※ ※お知らせは一部の市町村が発信。 

栃木県/全市町 ※ ※ ※ ※ ※「お知らせ」は、被害情報のみ発信。 

埼玉県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ 

千葉県/全市町村 ○ ○ ○ 

東京都/全区市町村 ○ 

神奈川県/全市町村 ※ ※川崎市、相模原市、藤沢市は独自システム、その他の市町村はコモンズエディタで発信。 

神奈川県 川崎市 ○ ○ ○ 光化学スモッグに関する情報を「お知らせ」で発信。 

神奈川県 相模原市 ○ ○ 

神奈川県 藤沢市 ○ ○ △ 緊急速報メールの配信成功情報のみコモンズへ発信。 

新潟県/全市町村 ○ ○ ○ 新潟市は、避難勧告・指示情報を市独自システムより発信。 

新潟市 ○ ○ ○ 「イベント情報」では、防災関連の情報を発信。 

長岡市 ○ 長岡市雨量観測システムによる“警報雨量通知情報”等を「イベント情報」として発信。 

福井県/全市町 ○ ○ ○ ○ ○ 「お知らせ」は防災情報に限定して発信。 

山梨県/全市町村 ○ ○ ○ ○ 

長野県 ○ ○ 河川水位、雨量情報のみを発信。 

岐阜県/全市町村 ○ ○ 

静岡県/全市町 ○ ○ ○ ○ 
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流通している主な本番情報 

（注１） イベント情報/お知らせ欄に“○”が記載されているものは、府県のシステムで入力機能が用意され
ていることを表しており、全ての市町村が情報発信しているわけではありません。また、情報種別「イ
ベント情報」のジャンル“お知らせ”で防災関連の「お知らせ」を発信されている場合が多数あります。 

平成28年3月1日現在 
（赤字： 26年度以降に運用開始） 

（注２） 緊急速報メールの欄に“○”が記載されているものは、府県または市のシステムにコモン
ズ経由の緊急速報メール一括配信機能が組み込まれていることを表しており、全ての
市町村が当該の機能を利用しているとは限りません。 
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愛知県/全市町村 ○ ○ ○ ○ お知らせは、救護所情報のみを防災システムより発信。 

三重県/全市町 ○ ○ ○ ○ 被害情報は、県全体の集計のみを発信。 

滋賀県/全市町 ○ ○ ○ イベント情報として県からの各種お知らせを発信。 

京都府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大阪府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ イベント情報として防災関連の情報を発信。 

兵庫県/全市町 ○ ○ ※ ※ ※イベント/お知らせは、一部の市町が発信。 

和歌山県/全市町村 ○ ○ ○ ○ 

鳥取県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 「お知らせ」は、災害に関連した内容に限定して発信。 

島根県/全市町村 ○ ○ △ 緊急速報メールの配信成功情報のみコモンズへ発信。 

岡山県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

広島県/全市町 ○ ○ ○ 

徳島県/全市町村 ○ ○ 

香川県/全市町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

愛媛県/全市町村 ※ ※ ※ ※ ※「お知らせ」、「イベント情報」は一部の市町村が発信。 

高知県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ 

熊本県/全市町村 ○ ※ ※ ※「お知らせ」、「イベント情報」は、一部の市町村が発信。 

大分県/全市町村 ○ ○ 

宮崎県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

沖縄県/全市町村 ○ ○ ※ ※「お知らせ」は、台風接近時の公立小中高校の休校情報を県が発信。 
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流通している主な本番情報 

（注１） イベント情報/お知らせ欄に“○”が記載されているものは、府県のシステムで入力機能が用意され
ていることを表しており、全ての市町村が情報発信しているわけではありません。また、情報種別「イ
ベント情報」のジャンル“お知らせ”で防災関連の「お知らせ」を発信されている場合が多数あります。 

平成28年3月1日現在 
（赤字： 26年度以降に運用開始） 

（注２） 緊急速報メールの欄に“○”が記載されているものは、府県または市のシステムにコモン
ズ経由の緊急速報メール一括配信機能が組み込まれていることを表しており、全ての
市町村が当該の機能を利用しているとは限りません。 
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ＮＴＴドコモ ○ 

ＫＤＤ ○ 

沖縄セルラー電話 ○ 

ソフトバンク（株） ○ 

沖縄旅客船協会  ○ 

沖縄ガス ○ 

沖縄都市モノレール ○ 

西日本高速道路 ○ 
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広域・県域放送局 

情報伝達者数の属性別の推移 

平成２８年３月１８日現在 

ü 情報伝達者の事業分野別の登録数の推移を示している。 

ü 最近１年間で、ＣＡＴＶ事業者のほか、アプリを利用して情報伝達する事業者
（「その他」に分類）が増加傾向。 

放送事業者合計： 519 

590 

519 
18
4
13
2
34
131
1
41
12
217
117
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  連携システムで接続している情報伝達者（１） 

№ 区分 
運用開始 
時期 

情報伝達者 都道府県 
接続 
方式 

備考 

1 地上波放送 2012/1/17 日本放送協会 全国 TVCML 
データ放送、ホームページ他 
全国のデータを東京で一括受信 

2 地上波放送 2012/1/17 サンテレビジョン 兵庫県 TVCML データ放送 

3 地上波放送 2012/8/31 （株）テレビ埼玉 埼玉県 TVCML データ放送 

4 地上波放送 2013/7/1 東北放送（株） 宮城県 SOAP データ放送 

5 地上波放送 2013/7/22 静岡放送（株） 静岡県 TVCML データ放送、ホームページ 

6 地上波放送 2014/4/1 日本海テレビジョン放送（株） 鳥取県、島根県 SOAP L字・データ放送 

7 地上波放送 2014/7/7 （株）テレビ新広島 広島県 SOAP L字放送 

8 地上波放送 2014/10/15 （株）京都放送 京都府 SOAP データ放送 

9 地上波放送 2015/1/8 （株）愛媛朝日テレビ 愛媛県 SOAP スーパー/Lj字  

10 地上波放送 2015/3/25 朝日放送（株） 近畿広域圏 SOAP データ放送、スーパー/Ｌ字 

11 地上波放送 2015/7/13 山陰中央テレビジョン放送(株) 島根県、鳥取県 SOAP Ｌ字放送、 

12 地上波放送 2015/7/21 (株)TBSテレビ 関東広域圏 SOAP Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

13 地上波放送 2015/7/21 北海道放送(株) 北海道 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

14 地上波放送 2015/7/21 (株)新潟放送 新潟県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

15 地上波放送 2015/7/21 (株)毎日放送 近畿広域圏 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

16 地上波放送 2015/7/21 (株)CBCテレビ 中京広域圏 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

17 地上波放送 2015/7/21 (株)あいテレビ 愛媛県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

18 地上波放送 2015/7/21 (株)中国放送 広島県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

19 地上波放送 2015/7/21 山陽放送(株) 岡山県、香川県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

20 地上波放送 2015/7/21 (株)山陰放送 鳥取県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

21 地上波放送 2015/7/21 (株)テレビ高知 高知県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

22 地上波放送 2015/7/21 (株)大分放送 大分県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

23 地上波放送 2015/7/21 (株)熊本放送 熊本県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

24 地上波放送 2015/7/21 (株)宮崎放送 宮崎県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

25 地上波放送 2015/7/21 琉球放送(株) 沖縄県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

26 地上波放送 2015/7/23 岡山放送(株) 岡山県、香川県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

27 地上波放送 2015/8/1 (株)サガテレビ 佐賀県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

平成28年3月1日現在 
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№ 区分 
運用開始 
時期 

情報伝達者 都道府県 
接続 
方式 

備考 

28 地上波放送 2015/9/1 (株)フジテレビジョン 関東広域圏 SOAP ホ－ムページ等（FNN） 

29 地上波放送 2015/9/8 (株)テレビ静岡 静岡県 SOAP L字放送 

30 地上波放送 2015/9/17 青森放送（株） 青森県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

31 地上波放送 2015/10/1 千葉テレビ（株） 千葉県 SOAP データ放送、Ｌ字放送 

32 地上波放送 2015/12/14 (株)アイビーシー岩手放送 岩手県 － Ｌ字放送、データ放送（Ｌ字放送分） 

33 CATV 2012/1/17 BAN-BANネットワークス(株) 兵庫県 TVCML コミュニティチャンネル 

34 CATV 2013/3/20 気仙沼ケーブルネットワーク(株) 宮城県 SOAP データ放送 

35 CATV 2013/6/13 (株)ケーブルテレビ佐伯 大分県 メール コミュニティチャンネル・データ放送 

36 CATV 2013/10/22 (株)ケーブルテレビ可児 岐阜県 TVCML データ放送 

37 CATV 2014/3/17 (株)ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク 静岡県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送 

38 CATV 2014/3/17 (株)トコちゃんねる静岡 静岡県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送 

39 CATV 2014/4/15 浜松ケーブルテレビ(株) 静岡県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送 

40 CATV 2014/6/4 (株)鳥取テレトピア 鳥取県 メール コミュニティチャンネル・Ｌ字放送 

41 CATV 2014/7/1 (株)愛媛ＣＡＴＶ 愛媛県 SOAP コミュニティチャンネル・データ放送 

42 CATV 2014/7/8 黒潮町ケーブルテレビ放送 高知県 SOAP コミュニティチャンネル 

43 CATV 2014/7/8 ビィーティーヴィーケーブルテレビ(株) 宮崎県、鹿児島県 SOAP コミュニティチャンネル 

44 CATV 2014/8/1 蓼科ケーブルビジョン(株) 長野県 SOAP コミュニティチャンネル 

45 CATV 2014/8/1 (株)ハートネットワーク 愛媛県 HTML コミュニティチャンネル・データ放送 

46 CATV 2014/10/1 (株)CATV富士五湖 山梨県富士吉田市 HTML 

47 CATV 2014/10/1 香川テレビ放送網(株) 香川県 HTML コミュニティチャンネル・データ放送 

48 CATV 2015/1/22 イッツ・コミュニケーションズ(株) 神奈川県 SOAP   

49 CATV 2015/2/1 (株)中海テレビ放送 鳥取県 SOAP データ放送。スマホアプリ。 

50 CATV 2015/5/1 小林テレビ設備有限会社 静岡県下田市他 － 
コミュニティチャンネル・データ放送 
スマホアプリ 

51 CATV 2015/6/1 松坂ケーブルテレビ・ステーション（株） 三重県松阪市他 SOAP Ｌ字放送 

52 CATV 2015/6/1 高知ケーブルテレビ(株) 高知県高知市他 － 
コミュニティチャンネル・データ放送 
スマホアプリ 

53 CATV 2015/6/1 さぬき市（ピカラ光テレビ） 香川県さぬき市 － コミュニティチャンネル・データ放送 

連携システムで接続している情報伝達者（２） 
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№ 区分 
運用開始 
時期 

情報伝達者 都道府県 
接続 
方式 

備考 

54 CATV 2015/6/11 丹南ケーブルテレビ(株) 福井県越前市他 SOAP 
コミュニティチャンネル・データ放送 
スーパー・Ｌ字放送 

55 CATV 2015/7/1 (株)エヌ・シィ・ティ 新潟県長岡市他 － コミュニティチャンネル・データ放送 
56 CATV 2015/7/9 (株)ひのき 徳島県 

徳島市（国府町、
不動町、下町、入
田町、一宮町地区
を除く）、 
鳴門市、神山町、
佐那河内村、勝浦
町、上勝町、美馬
市、美波町、 

SOAP コミュニティチャンネル・データ放送 

57 CATV 2015/7/9 (株)ケーブルテレビあなん 
58 CATV 2015/7/9 那賀町ケーブルテレビ 
59 CATV 2015/7/9 日本中央テレビ(株) 
60 CATV 2015/7/9 (株)ケーブルネットおえ 
61 CATV 2015/7/9 エーアイテレビ(株) 
62 CATV 2015/7/9 (株)東阿波ケーブルテレビ 
63 CATV 2015/7/9 (株)池田ケーブルネットワーク 
64 CATV 2015/7/9 テレビ阿波(株) 

65 CATV 2015/7/9 阿波市ケーブルネットワーク 牟岐町、海陽町、
東みよし町を除く
徳島県ケーブルテ
レビ加入世帯全域 
 

SOAP 
コミュニティチャンネル・データ放送 
 

66 CATV 2015/7/9 上板有線テレビ(株) 

67 CATV 2015/7/9 徳島県南メディアネットワーク(株) 

68 CATV 2015/7/9 国府町農事放送農業協同組合 

69 CATV 2015/7/9 石井町有線放送農業協同組合 

70 CATV 2015/9/15 東近江ケーブルネットワーク(株) 滋賀県東近江市 SOAP 
コミュニティチャンネル・データ放送 
スーパー・Ｌ字放送 

71 CATV 2015/9/29 (株)シー・ティー・ワイ 三重県 － 

72 CATV 2015/10/1 石見銀山テレビ放送(株) 島根県太田市 － コミュニティチャンネル・データ放送 

73 CATV 2015/10/1 ひまわりネットワーク(株) 愛知県 － コミュニティチャンネル・データ放送 

74 CATV 2015/9/1 笠岡放送(株) 岡山県笠岡市 － スマホアプリ 

75 CATV 2015/10/1 (株)三河湾ネットワーク 愛知県蒲郡市他 － コミュニティチャンネル・データ放送 

76 CATV 2015/10/1 グリーンシティケーブル(株) 愛知県名古屋市他 － コミュニティチャンネル・データ放送 

77 CATV 2015/10/1 山梨CATV(株) 山梨県山梨市 － コミュニティチャンネル・データ放送 

連携システムで接続している情報伝達者（３） 
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№ 区分 
運用開始 
時期 

情報伝達者 都道府県 
接続 
方式 

備考 

78 CATV 2015/12/1 
(株)上野原ブロードバンドコミュニ
ケーションズ 

山梨県上野原市 － 
コミュニティチャンネル・データ放送 
スマホアプリ 

79 CATV 2015/12/9 (株)テレビ松本ケーブルビジョン 長野県松本市 － サイネージ 

80 CATV 2015/12/1 (株)キャッチネットワーク 愛知県刈谷市他 － コミュニティチャンネル・データ放送 

81 CATV 2016/1/4 中部ケーブルネットワーク(株) 
愛知県、岐阜県、
三重県 

－ コミュニティチャンネル・データ放送 

82 FM放送 2014/10/1 兵庫エフエム放送(株) 兵庫県 SOAP ホームページ  

83 新聞社 2012/6/5 (株)中国新聞社 広島県 SOAP 防災メールでの利用 

84 新聞社 2013/7/22 (株)静岡新聞社 静岡県 TVCML ホームページ 

85 新聞社 2015/12/2 (株)読売新聞東京本社 全国 SOAP ホームページ、アプリ 

86 通信社 2014/10/1 (株)時事通信社 全国 SOAP 記事の自動作成 

87 ＩＴ 2011/6/20 (株)フューチャーリンク 全国 SOAP 地域ポータル（自治体毎の契約） 

88 ＩＴ 2013/7/1 (株)インターネットイニシアティブ 全国 SOAP デジタルサイネージ（自販機設置） 

89 ＩＴ 2013/8/22 ヤフー(株) 全国 SOAP PC/スマホサイト・防災スマホアプリ 

90 ＩＴ 2013/10/1 ゲヒルン(株) 全国 SOAP ポータルサイト、ツイッターに利用 

91 ＩＴ 2014/12/1 ココロプラン（株） 鹿児島県 SOAP デジタルサイネージ 

92 ＩＴ 2014/12/15 三井住友海上火災保険(株) 全国 SOAP スマホアプリ 

93 ＩＴ 2014/12/22 ファーストメディア(株) 全国 SOAP スマホアプリ 

94 ＩＴ 2015/8/3 青梅商工会議所 全国 SOAP スマホアプリ 

95 ＩＴ 2015/12/1 (株)日立ケーイーシステムズ 神奈川県秦野市 SOAP デジタルサイネージ 

96 その他 2015/5/27 帝人ファーマ(株) 全国 SOAP 

連携システムで接続している情報伝達者（４） 
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１．日時 

  平成２８年２月１日（月）１３：３０－１６：４０ 

２．場所 

  大宮ソニックシティホール 
  （埼玉県さいたま市大宮区桜木町１－７－５） 

３．主催者等 

  主催：総務省、関東総合通信局、ＦＭＭＣ 
     後援：埼玉県、さいたま市、テレビ埼玉 
     出席者数：約３８０名 

４．概要 

●  ＦＭＭＣ 坪内理事長による開会挨拶後、総務省を代表して輿水総務大臣政務官が挨拶。 

● 増田元総務大臣より「地方創生～防災とＩＣＴの観点から～」、兄部（こうべ）ＮＨＫエンタープライズ上席執行役員

より「Ｌアラートの歩みと今後の展望」と題して基調講演を実施。 

● パネルディスカッションでは、①「Ｌアラート・埼玉県内の取組」、②「自治体の避難情報をどう伝えるか」、 

③「ライフライン情報をどう伝えるか」をテーマに、Ｌアラートの利用・普及に第一線で取り組んでいる関係者 

   （さいたま市、テレビ埼玉、京都府、ＴＢＳ、ヤフー、ＮＴＴドコモ）がパネリストとして参加、災害情報配信のより

一層のレベルアップに向けた課題や期待について議論。 

● 会場外の受付では「ペッパーくん」が展示され、Ｌアラートの仕組等を紹介するとともに、テレビ埼玉より 

   モニターが展示され、総務省委託事業における埼玉県地域での実証実験について紹介。 

輿水総務大臣政務官 
による挨拶 パネルディスカッションの様子 

増田元総務大臣による 
基調講演 

展示の様子 
（ペッパーくん） 

「Ｌアラートシンポジウム in 埼玉」について 

○ 東日本大震災とＬアラートのサービス開始から５年目を迎えるに当たり、災害情報伝達の重要性を一般に 
周知するとともに、Ｌアラートの果たすべき役割について関係者間の理解を深めることを目的に開催。 

○ ライフライン事業者の情報項目の追加、情報発信の正確化・迅速化など、災害時の情報配信のレベルアップが課題。 

資料３ 
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連絡会等への対応状況（１） 

区分 イベント／会合等名称 対象者 
平成２７年 平成２８年 備考 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

運営諮問委員会 

運営諮問委員会 委員     ○           ○     ○   

作業部会 部会員 ○ ○   ○   ○   ○   ○ ○   

SＷＧ 課題関係者、有識者             ○ ○ ○ ○ ○ １０月～３月に適宜開催予定 

合同訓練関連 
／実証実験 

Ｈ２７年合同訓練 訓練参加団体     ○                     

Ｈ２７合同訓練説明会 訓練参加団体 ○ ○                       

Ｈ２７合同訓練閲覧会 サービス利用検討の団体等     ○                   関東地区、近畿地区 

新任者研修会 初参加の都道府県   ○                       

説明会 
／セミナー 

Ｌアラートシンポジウム サービス利用検討の団体等                     ○     

技術セミナー 協力事業者     ○                     

基礎セミナー 情報伝達者                           

新任者研修会 都道府県新任者   ○                       

その他 
Ｌアラート連絡会 

北海道 自治体、マスメディア等                     ○      

東北 自治体、マスメディア等     宮城       岩手     福島     総通局主催県別開催 

関東 自治体、マスメディア等   山梨     東京             都県別開催 

信越 自治体、マスメディア等                           

東海 自治体、マスメディア等   ○         ○         静岡  総通局主催 

北陸 自治体、マスメディア等   石川                     県別開催 

近畿 自治体、マスメディア等     ○         ○         総通局主催 

中国 自治体、マスメディア等                 ○   ○    総通局主催 

四国 自治体、マスメディア等   
愛媛 
高知                     県別開催 

九州 自治体、マスメディア等               ○     ○   総通局主催 

沖縄 自治体、マスメディア等 ○       ○               総通局主催４月はWG開催 

Ｌアラート協議会 サービス利用者                           

資料４ 
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連絡会等への対応状況（２） 

区分 イベント／会合等名称 対象者 
平成２７年 平成２８年 備考 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

その他 
 

秋季 
防災・危機管理
会議 

北海道
東北 

総務省消防庁 
総務省地域通信振興課 
気象庁、内閣府など 

  ○          

消防庁主催 

関東 ○          

東海 
北陸 

○           

近畿   ○         

中国   ○        

四国 ○            

九州 ○         

沖縄   ○         

その他 
 

ガス業界 
Ｌアラート説明会 

北海道 

日本ガス協会 
各ガス会社 
（情報発信者候補） 
 

        ○    

日本ガス協会主催 

東北         ○  

関東１       ○   

関東２ ○ 

東海 
北陸 

        ○  

近畿         ○ 

中国 
四国 

        ○    

九州 
 
  

  
  
  
  
○  
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【参考１】 総務省実証実験の進捗 （2016.3.15） 

実証実験名 
実験説明
日 

実証 
実験日 

成果 
報告日 

備考 

ア）Ｌアラートの機能を高めるためのシステムの開発に資する実証事業 

1 
地域住民に対す防災情報とエネルギー供給情報を、データ放送とＷＥＢアプリを
使って地図および多言語で伝達する手法の実証ヒアリング 【（株)テレビ埼玉】 

7/8、 
8/3 

12/4 12/17 
全国総合訓
練参加打診
中 総務省より、

コンソーシア
ム及び関連
自治体向け
に参加要請
の文書を発
出予定 

2 
情報入力端末機能拡張に伴う行政無線卓と県防システムへの同報通知の実証
事業 【日本電気（株) 】 

7/24 12/8 12/17 3/10打合せ 

3 
奈良県における住民及び旅行者を対象としたＬアラート情報伝達に関する実証事
業【奈良県立医科大学】 

7/8、 
8/3 

11/27 12/17 
全国総合訓
練参加打診
中 

4 
災害時の迅速な避難支援に向けた災害・避難情報及び交通機関運行情報の一
体提供システムの構築 【ケー・シー・エス九州支社】 

7/7 、 9/4 、 
11/16 

11/30 12/17 
全国総合訓
練参加打診
中 

イ）Ｌアラート活用のための防災業務支援システムの開発に資する実証事業 

5 
リアルタイム津波予測システムとＬアラートの連携による「津波Ｌアラート」の構築と
災害対応の高度化実証事業 【東北大学】 

9/11、 
9/30 

11/15、 
12/21 

12/17 

6 
被害シミュレーションとデジタル道路地図（DRM）の融合等による災害対応業務即
時支援プロジェク ト【徳島県】 

9/3 12/3 12/17 

7 
Ｇ空間防災システムの高度化及び地理空間情報プラットフォームとＬアラートを利
用した「新たなメディア」の創出 【福岡県北九州市】 

9/30 
11/19、
12/4 

12/17 

8 
 流域圏におけるＬアラートを活用したＧ空間防災支援業務システムの開発実証 
【九州大学】 

10/19 11/26 12/17 

9 G空間地下街防災システムの高度化・実証と普及・展開 【立命館大学】 7/23 
12/8、
12/23 

12/17 

ウ）防災クラウド情報システムの標準策定事業 

10 防災クラウド情報システムの標準策定事業 【ＮＴＴデータ研究所】 7/8、8/5 12/18 12/17 

実証実験対応（１） 資料５ 
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実証実験対応（２） 
【参考２】 総務省以外の実証実験の進捗 （2016.3.4) 

実証実験名 主催団体 実験説明日 実証実験日 成果報告日 備考 

1 佐伯市スマートコミュニティ実証実験【新電々おおいた】 大分県 1月6日 
H28.4.30～ 
H30.3.31 

Lアラート表示開発 
 2/1-4/1 
接続テスト 3/1-4/30 
連携調整 3/1-5/31 
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契約の更新等の状況 
利用継続申請の状況 

利用者区分 対象事業者数 案内済 申請済 残り 失効 報告書 

一般情報伝達者 ６ ６ 5 ０ １ ５ 

特定協力事業者 ２ ２ ２ ０ ０ ２ 

一般協力事業者 ２１ ２１ １９ １ １ １８ 

特別利用者 ３ ３ ２ ０ １ ２ 

利用者合計 ３２ ３２ ２８ １ ３ ２８ 

特定協力事業者との「協力事業者の連携システムとの接続に関する契約」の締結状況 

対象 未完了 完了 

８ ４ ４ 

資料６ 
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Ｌアラート全国総合訓練２０１６（１） 

名称 Ｌアラート全国総合訓練２０１６ 

目的 

これまでの合同訓練では、地方自治体による災害等公共情報の入力と伝達の習熟およびＬア

ラートの普及促進を目的としてまいりましたが、今般の総合訓練では、Ｌアラートを利用した情

報伝達の更なるレベルアップを目指す。 
   ・情報発信の正確性・迅速性の向上 
   ・情報伝達の総合訓練 
   ・実証事業の成果展開  

日時 平成２８年５月１７日（火）、１８日（水）の２日間を予定 

対象者 
情報発信者（都道府県、市区町村、ライフライン事業者） 
情報伝達者（原則として、システム連携利用者に限定） 

今後のスケジュール 

１月中 全国総合訓練要綱を決定 
２月～ 地域連絡会やシンポジウム等の場で訓練に関する情報を提供 
３月中 全国総合訓練説明会を実施 
４月中 Ｌアラート新任担当者研修を開催 

参加自治体 

３２の都道府県下の１,２５８市町村 
※： 北海道、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県、山梨県、新潟県、長野

県、静岡県、愛知県、福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、徳島県、香川県、愛媛

県、高知県、熊本県、大分県、宮崎県、沖縄県の３２都道府県が訓練実施   （和歌山県、三重県が参加検討中） 
                                                                          下線は初めて参加する県 

資料７ 
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【参考３】 昨年との比較 

平成27年 全国合同訓練 全国総合訓練 2016 備 考 

目 的 
・地方自治体の情報発信の習熟 
・Ｌアラートの普及促進 

左記事項に加え、 
・Ｌアラートのレベルアップ（※１） 

※１ 具体的には、 
 ・正確性・迅速性の向上 
 ・情報伝達の総合訓練 
 ・実証事業の成果展開 

実施時期 ・６月３日、４日 ・５月１７日、１８日（※２） ※２ 出水期を考慮・前倒し 

対 象 者 

【情報発信者（実績）】 
・２７都道府県＝１,００２市区町村 

【情報発信者】 
・３２都道府県＝１,２５８市区町村（※３） 
・ライフライン業者（携帯・ガス・その他） 

※３月１８日時点の予定 

【情報伝達者（実績）】 
・２５８社が訓練状況を視聴 

【情報伝達者（調整中）】 
・システム連携の伝達者（８６社） 
・訓練状況を配信可能な伝達者（※４） 

※４ コモンズビューワにて
訓練状況を視聴するに
とどまる伝達者を除く。 

訓練内容 

【情報発信者】 
・訓練シナリオに基づき入力・発信 
・発信内容を訓練サイト等で確認 

【情報発信者】 
・発令手続等を含めた訓練を実施（※５） 
・入力・発信の遅延要因分析 

※５ 即時の入力ではなく、
可能な限り、本番情報
の発信に近い手続等を
とることを要請 

― 

【情報伝達者】 
・Ｌアラートからの受信後の配信に至る
までの遅延要因分析 
・自治体の発信情報内容の確認 

Ｌアラート全国総合訓練２０１６（２） 
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（注） 気象警報・注意報は、気象特別警報・警報・注意報に含まれますので、気象特別警報・警報・注意報のみを受信してください。 
ただし、システム連携で気象警報・ 注意報フォーマットで受信するシステムを利用されている場合は、XMLのフォーマットが異なる ためシス
テムの改修が必要になりますので、気象業務支援センターが提供を終了するまでの期間に限り継続して配信します。 
なるべく早い時期に気象特別警報・警報・注意報での受信に移行してください。 

平成28年3月1日現在 

情報提供者 情報種別 作成部署 対象地域 

消防庁（Jｱﾗｰﾄ） 国民保護情報 － 全国/都道府県/区市町村 

気象庁 
 （気象業務支援 
  センター） 

気象特別警報・警報・注意報※ 気象台 気象台管轄の都道府県 

気象警報・警報・注意報 気象台 気象台管轄の都道府県 

指定河川洪水予報 気象台 気象台管轄の都道府県 

土砂災害警戒警報 気象台 気象台管轄の都道府県 

竜巻注意情報 気象台 気象台管轄の都道府県 

記録的短時間大雨情報 気象台 気象台管轄の都道府県 

震度速報 気象台 情報に含まれる都道府県 

震源に関する情報 
気象庁本庁/ 
大阪管区気象台 

全国 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせ 気象庁本庁 全国 

地震回数に関する情報 気象庁本庁 全国 

地震の活動状況等に関する情報 気象庁本庁 全国 

震源・震度に関する情報 気象台 情報に含まれる都道府県 

津波情報 気象台 津波予報区の都道府県 

津波警報・注意報・予報 気象台 津波予報区の都道府県 

沖合の津波観測に関する情報 気象台 全国 

噴火警報・予報 気象台 情報に含まれる都道府県 

噴火速報 5月頃提供開始予定 

Ｌアラートへ発信される国の情報 資料８ 
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  Ｌアラートシステム機能の主な強化について 

１． リリース予定時期 
平成２８年４月末頃 

２． コモンズノードシステムバージョンアップ 
u新規情報種別の追加 
火山速報、停電発生状況（専用ＸＭＬフォーマット） 

u配信失敗情報の配信（SOAP、ビューワ、メール） 

３． マスタ管理システムバージョンアップ 
u一時滞在施設情報のTVCML配信機能の追加 
u緊急速報メールの収集設定において、携帯キャリア３社を一括入力できる機能 

４． コモンズビューワバージョンアップ 
u災害名、情報識別区分の表示 
u フィルタリング機能の強化 
気象特別警報・警報・注意等の気象情報において、特定の市町村に絞り込んでいた場合でも当
該市町村に警報等が発表されていた場合は、現在有効な画面に表示される。 

u鳴動機能の強化 
情報種別ごとに詳細な条件設定が可能になります 
例） 避難勧告・指示情報において、避難勧告以上が発令された場合のみ鳴動する 
気象特別警報・警報・注意において、特別警報が含まれる場合のみ鳴動する 

５． コモンズエディタ２のリリース 
総務省実証実験において開発されたガス事業者向けエディタをベースとした「お知らせ専用エディ
タ」のリリース 

資料９ 
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